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第４９５回（定例）福崎町議会会議録

令和３年３月２２日（月）

午前９時３０分 開 会

１．令和３年３月２２日、第４９５回（定例）福崎町議会は、福崎町役場に招集された。

１．出席議員 １４名

１番 河 嶋 重一郎 ８番 竹 本 繁 夫

２番 松 岡 秀 人 ９番 柴 田 幹 夫

３番 三 輪 一 朝 １０番 冨 田 昭 市

４番 山 口 純 １１番 高 井 國 年

５番 小 林 博 １２番 城 谷 英 之

６番 石 野 光 市 １３番 前 川 裕 量

７番 木 村 いづみ １４番 北 山 孝 彦

１．欠席議員（な し）

１．事務局より出席した職員

事 務 局 長 岩 木 秀 人 主 査 塩 見 浩 幸

１．説明のため出席した職員

町 長 尾 﨑 吉 晴 副 町 長 近 藤 博 之

教 育 長 髙 橋 渉 公 営 企 業 管 理 者 福 永 聡

技 監 野 邊 正 彦 会 計 管 理 者 小 幡 伸 一

総 務 課 長 尾 﨑 俊 也 企 画 財 政 課 長 吉 田 利 彦

税 務 課 長 三 木 雅 人 地 域 振 興 課 長 成 田 邦 造

住 民 生 活 課 長 大 塚 久 典 健 康 福 祉 課 長 谷 岡 周 和

農 林 振 興 課 長 松 岡 伸 泰 ま ち づ く り 課 長 山 下 勝 功

上 下 水 道 課 長 橋 本 繁 樹 学 校 教 育 課 長 大 塚 謙 一

社 会 教 育 課 長 松 田 清 彦

１．議事日程

第 １ 一般質問

１．本日の会議に付した事件

第 １一般質問

第１号 ５番 小 林 博 （１）新型コロナウイルス感染症対策につい

て

（２）保健・福祉施策について

（３）子育て・教育施策について

（４）町の基盤整備と安全な街づくりについ

て

（５）環境・防災問題について

第２号 ４番 山 口 純 （１）観光政策と我が町の将来について

第３号 ３番 三 輪 一 朝 （１）本町の人口にかかる政策について

（２）交付金の交付と効果および制度設計に
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ついて

開 議

議 長 皆さん、おはようございます。

ただいまから、本日の会議を開きます。

ただいまの出席議員数は１４名でございます。

定足数に達しております。

それでは、これより本日の日程に入ります。

本日の日程は、お手元に配付しております議事日程に記載のとおりであります。

日程第１ 一般質問

議 長 日程第１は、一般質問であります。

１番目の質問者は、小林 博議員であります。

質問の項目は

１、新型コロナウイルス感染症対策について

２、保健・福祉施策について

３、子育て・教育施策について

４、町の基盤整備と安全な街づくりについて

５、環境・防災問題について

以上、小林議員。

小林 博議員 一般質問をさせていただきます。

今までにこのような、おはようございますという形で一般質問をすることがあ

まりなかったので、少々緊張もし、ちょっとどきどきもしておるところでござい

ますので、当局の皆さん方もよい答弁をしていただきますように、まずはお願い

をいたします。

さて、今年３月は東北大震災の１０年目であります。災害は様々な教訓を示し

ております。今またコロナ危機が深刻化し、ワクチン接種が始まるとはいえ、基

本的解決にはまだまだ先の見えない状況が続いております。倒産、失業、収入減、

進学の断念、そうして自ら命を絶たれる方の増など、社会の状況は政治の責任を

求めています。

こんなとき、大臣や政府高官が関連企業の接待を受けたり、会食を常態化して

いる、こんな政府に国民の命と暮らしを預けられるのか。子どもたちの将来を委

ねられるのか。住民に直結をした町政に参画する者の一人として、その責任を自

問自答する毎日であります。福崎町政は町民に責任を負える自主的な努力が必要

と、強く感じておる次第でございます。

新型コロナウイルス感染対策について質問をさせていただきます。

既にこれまでの予算措置の中で、様々な支援策や、あるいはワクチン接種の予

算が組まれ、その説明を聞いておりますので、それらについてはできるだけ省い

て質問をさせていただきます。

まず１番目に書いておる、諸問題についてであります。

現在、福崎保健所や医療体制は、どのようになっているのでしょうか。この３

０年間に、全国の保健所の数が半分に減らされたと聞いております。福崎保健所

の機能も非常に小さくなっておるのではないかというふうにも思うわけでござい

ますが、福崎保健所の、まず基本的な機能や、あるいは保健医療に関する体制は
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どのようになっておるのか、答弁を求めます。

健康福祉課長 保健所の役割としましては、新型コロナの関係で申しますと、新型コロナウイ

ルスの陽性者が判明しますと、陽性者の適切な医療が受けられますように、感染

症の指定医療機関など、陽性者の受入れ可能な病院、そして宿泊療養施設への搬

送調整などを行われております。

また、陽性者の疫学調査なども行いまして、濃厚接触者などの検査を実施しま

して、結果に応じた医療提供や健康観察を行っておられるところでございます。

また、その他のクラスターが発生した段におきましても、現場等の指導を担わ

れておるところでございます。

小林 博議員 それはコロナ禍での保健所の役割、医療体制というところで、次に聞くことの

答えでありますが、基本的にコロナがなくても、最初に言いましたように保健所

の統廃合が進んで、現在、福崎保健所とはどんな機能があるのかという、そこの

ところをお尋ねしたわけですが、その点についてはどうでしょうか。

健康福祉課長 従来からされておりますような、そういう全般的な保健医療関係ですね。それ

から医療機関等の調整なども行われておるのは変わっていったようなところもご

ざいます。

一部、以前ですと、動物関係ですと狂犬病等のところもされておりましたけど、

それは動物愛護センターに全て集約をされまして、こちらのほうはなくなったよ

うなところもございますが、確かに、議員が言われますように、県のほうの行革

のほうも進められて、人員等も少なくなっている状況ではございますけれども、

そういった中でも保健所の業務につきましては、業務をそのまま同じような形で

されているところだというふうには思っております。

小林 博議員 私が心配するのは、保健所が関連をする業種というのはたくさんあります。飲

食店関係、あるいはクリーニング関係、理美容関係等々、保健所の管轄というの

はたくさんの仕事があります。その人たちに聞きますと、かつては年に何回も抜

き打ち的に保健所がやってきて、その衛生管理を、点検をしてきたということで

あります。ところがもう近年は全くそういうふうなことがない、来ないというわ

けですね。楽でいいけれども、これでいいのかなというふうには思ったりもする

ということであります。

今回、コロナのような感染症の流行ということになりますと、このような体制

はゆるがせにできない問題ではないかというふうに思うんです。ではコロナが発

生して、この１年間、保健所から回ってきたり、指導が来ましたかといったら、

それもないというわけですよ。そのような状況で、住民の安全を守れるのか。大

変心配をいたします。

福崎町は昼間人口の多い町として、私たちは自負をしてまいりました。それだ

けに、より一層感染症については気を配っていく必要があるのではないかという

ふうに思いまして、こうした業界の人たちの、店舗の人たちの話を聞きまして、

強く思っておる次第でございます。その点について、どのような状況になってい

るのか、改めて町の考え方をお聞かせいただきたいと思います。

県の業務が町に移管をされていっておるという、そんな中に福崎町のこういう

部分についての監督業務、指導業務というのが入っておるというわけではないん

でしょうね。あくまで保健所でしょうね。答弁を求めます。

健康福祉課長 今、議員がいろいろ言われました中での業務について、町のほうで行うという

ような、そういったことはございません。

小林 博議員 ございま、語尾が聞こえへんのや。

健康福祉課長 そういった、県のほうから業務が町のほうに下りてきているというようなこと
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はございません。

小林 博議員 僕、年取って耳が悪くなっている、最後の言葉が「する」か「せん」か、どっ

ちやったんですか。

健康福祉課長 ですので、県のほうからは特にそういった業務のほうは町のほうに下りてきて

はおりません。

小林 博議員 マスクをしてお互いにしゃべっておりますので、ちょっと語尾のほうまで分か

るようによろしくお願いをいたします。

そんな意味で、私は大変こういう状況を心配しておるということでございます。

したがって、かつてのように福崎保健所が関連業界等にもちゃんと連絡をしたり、

衛生指導をするということが必要だと思うんです。

先ほど触れましたように、このコロナになってからも全く来ないというふうな

状況は、ゆるがせにできない状況だと思いますので、ぜひ県にも一言言っていた

だいて、福崎町から感染症が発生するということのないように、取組を求めたい

というふうに思います。

次に、福崎町でも幾らか発生をしておりますが、その風評被害等の対処や基本

的な対応策はマニュアル化、定式化されておるんでしょうか。

社会教育課長 これまでにも答弁させていただきましたとおり、風評被害や偏見、差別は絶対

にあってはならないことです。しかし感染症に罹患された方の情報として町が把

握していますのは、県が公表された内容のみで、対処の基本的対応策も定めてい

ません。

そのような中、風評被害につながらない対策として、県では感染者数の公表を

一定期間健康福祉事務所管内として公表することで、感染者の特定を避けていま

す。

また、福崎町では啓発チラシやホームページで正しい知識の周知を図るととも

に、研修会においても理解を求めているところです。

小林 博議員 感染症との戦いというふうに言われておりますが、今、コロナの問題について

は、大規模な検査を繰り返し行うということが求められております。そして陽性

者をきっちりと保護していくというふうなことも必要だというふうに、ようやく

政府・与党のほうでも言われるようになりました。そんな意味から、この風評被

害の問題把握というのは大切だというふうに思います。風評被害を恐れて検査を

受けないというふうなことも言われておりますので、そんなことにならない取組

が必要だというふうに思っておりますので、町としてもその面、ぜひ努力をして

いただきたいというふうに思うのであります。

次に、この間の取組の中で、高齢者などを中心にして、閉じこもって外に出な

いというふうなことから、フレイルというふうなことが心配をされております。

私も何人もの方からそういう心配の状況を聞くわけでありまして、そういうこと

から足腰が弱って、あるいは気力が弱って家の中でけがをしたりとか、そういう

こともお聞きをするわけでありまして、このフレイルに対する対策について、当

局の答弁を求めます。

健康福祉課長 地域等で行われております体操教室などの休止などによりまして、活動量が減

り、認知機能や身体機能の低下が懸念されますので、令和３年度の事業で民生委

員さんなど地域支援者との連携体制の強化に努めるとともに、４月に郵送で７５

歳以上の方を対象とした実態把握を行う予定としております。

支援の必要な方につきましては、生活支援、それから介護予防サービスへの勧

奨や地域事業への勧奨、また地域包括のほうが行っております転倒予防教室への

参加についても呼びかけを行っていきたいというふうに考えておるところでござ
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います。

小林 博議員 後に教育のところでも述べますが、このフレイルなどの対応をしていくために、

やはり出かけていって体操とか、いろんなことも必要だというふうにも思います

し、そんな取組も社会教育課も含めて頑張っていただきたいというふうに思って

おるところでございます。これらについては特別の取組が必要な段階に至ってお

るというふうに思います。

それから、この１年、営業不振や失業、収入減など、福崎町民への影響という

ものについては、現況把握はどのようになっておるでしょうか。

地域振興課長 姫路商工会議所がまとめました景気動向調査がございますので、その結果を報

告させていただきます。

１０月から１２月の業況判断ＤＩ、業況がよいと回答した割合から、業況が悪

いと回答した割合を引いた数値でございますが、前期比７月から９月の業況判断

ＤＩから６ポイントは上昇しておるんですけれども、マイナスの４９で、前年同

月比と比べますと２４ポイント減と、悪化しております。

各種経済対策による下支え効果などを背景に、景況感の持ち直し傾向が維持さ

れてはおるんですけれども、コロナの再拡大により先行き不透明感が強まり、業

況判断ＤＩは低い水準にとどまっております。業種別では建設業、製造業、卸売

業などの業種で改善はしたんですけれども、飲食店、宿泊業は再び悪化して、過

去最低の水準となっています。

また兵庫県の失業状況は大きく悪化して、令和２年１２月時点完全失業率２．

８％、完全失業者数７万９，０００人、有効求人倍率０．９５倍となっています。

このような中、福崎町におきましても同様に需要が低迷し、特に中小事業者の

売上高は落ち込んでおり、生活上では外食自粛などもあって、住民生活は大きな

影響を受けていると感じております。

国・県及び町、福崎町商工会では、各種助成制度、雇用調整助成金、休業支援

金、融資制度などの支援策や相談窓口を設置し、対応しておるところでございま

す。

小林 博議員 政府はこのコロナの中で進めておること、中小企業を直接支援する持続化給付

金や家賃支援給付金等々、これらについてはなかなか継続してやろうというふう

なことにならない。一方で、こうした事業の再編の方向に力点を置いていってお

るというふうに思います。

中小企業の再編、淘汰、こうしたことを一層進めていこうという、この機を利

用して多過ぎる中小企業を減らしていこうというような、そうしたことをやろう

としている。Ｍ＆Ａなども使ってそんな取組をやろうとしているということは、

もう既に政府の姿勢として明らかになってきています。

こんな状況では、中小業者やら零細業者の暮らし、そしてそこに働く人々の暮

らしを守ることはできません。ぜひ町も自主的な取組を強めて、実態把握をちゃ

んとやって、そして自主的な取組を進めてほしいというふうに思うわけでござい

ますが、いかがでしょうか。

地域振興課長 まず福崎町商工会と連携させていただきます。その上で、現在ございます中小

企業につきましては、持続できるようにいろんな町の対策も設置しながら対応さ

せていただきたいと考えております。

小林 博議員 まだまだこれから影響が出てくるのではないかというふうに思いますので、ぜ

ひ真剣な目配りと取組を求めておきたいというふうに思います。

次に、ワクチンの接種については、住民の関心も非常に高いものがあります。

実施への体制準備等については、既に補正予算や当初予算の審議の中でも明らか
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にされておりますので、詳しいことはそちらのほうに譲りたいと思います。

ただ、これらに伴うマンパワー、人の確保ができるのかどうか。この点につい

て、どのような見通しを持っておられるのかお聞かせをいただきたいと思います。

健康福祉課長 一般的な事務の関係につきましては、庁内体制で対応していきたいという、ま

た、できるというふうには思っております。特に医師、看護師、こちらにつきま

しては医師会のほうにお願いせざるを得ませんので、そちらのほうにお願いをし、

今のところ確保していただける状況ではないかというふうに思っております。

集団接種の際にどうしても看護師等が必要な場合につきましては、町にふだん

から来ていただいております看護師の方がおられますので、そういった方にも手

伝っていただくということにはしております。

小林 博議員 潜在的な能力、資格を持っておられる方々等、全国でもたくさんおられるとい

うふうに言われておりますが、しかし、その人たちの協力を求めていくためには、

特別な対応も要るというふうに言われております。

福崎町として、そうしたものに対する取組ができる点はないのかどうか、検討

されておるでしょうか。

健康福祉課長 この、特に看護師等の人材につきましては、潜在的におられるのではないかと

いうふうには思っておりますけれども、そういった方を探すということについて

もなかなか難しい部分がございます。お知り合いの方とか、保健センターのほう

でもそういった方を探しまして、今現在、そういった方に来ていただくというこ

とで、しておるところではございます。

小林 博議員 今このコロナ禍で、医療関係で問題になっておるのは、こんなに危険な仕事を

使命感に燃えて一生懸命やっておるのに、医療関係のところの収入が減って、ボ

ーナスも出なくなったというふうな、そうしたことがよく報道をされております。

そういうふうなことがあってはなりません。政府としてもこうした医療機関に対

する補助を大幅に増やすとともに、そういった潜在的な力も求めていくためには、

特別の援助体制も要るというふうに思うんですよね。

福崎町もワクチン接種などをこれから進めていく上で、特別の、そうした人た

ちに対する支援策というふうなものがあってもよいのではないかというふうに思

うのですが、そういう意思は、町長、ないでしょうか。

町 長 今おっしゃっておりますように、今からワクチン接種が始まります。それに当

たりましては、そういったお医者様、そして保健師さんの力を借りなければなり

ません。しっかりとその辺は、対応していただけるだけの措置はしてまいりたい

と、このように思っております。

小林 博議員 ぜひ緊急に、具体的な目に見える形での対応を求めたい、町長の英断を求めた

いというふうに思います。

そしてこの問題の最後は、町行政の今後の対応です。コロナ禍はまだまだ続く

と思われます。この１年で終わるとはなかなか考えにくい、あるいは感染症とい

うものも、他のものも今後出てくるというふうなことも考えられます。

福崎町としても、対住民医療関係体制などの整備を常に把握をしていく、それ

を整えていくための努力をする。あるいは町の体制整備も、特にこうした感染症

に対する体制整備も改めて必要ではないのかというふうに思うんです。

これまでの、健康福祉課やらその他関係課の、これまでの業務の中でやるとい

うことだけではなしに、何か特別な体制整備が必要ではないかというふうに思う

のですが、いかがでしょうか。

健康福祉課長 こういった感染症、特にこのたび、今回のコロナの感染の場合につきましても、

こちらのほうとしましてもかかりつけ医ということが非常に重要じゃないかなと
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いうふうに考えておるところでございます。そういったところで相談、それから

検査が必要な場合は治療につなげることができますので、町としましてはふだん

から健康状態をよく知るかかりつけ医などを持つことが重要じゃないかという、

そういったことを進めていきたいというふうには考えてところではございます。

また感染拡大を可能な限り抑制し、住民の生命、健康を保護することや、住民

の生活及び地域経済に及ぼす影響が最小限となるよう、国・県の対応を踏まえて、

町としての対策を行っていきたいというふうには考えておるところでございます。

こういった感染症に関しましては、保健センターを中心として予防、それから

県・国も言われておりますように、そういったところも踏まえて行っていきたい

というふうには考えておるところでございます。

小林 博議員 ぜひこうした感染症というのは、もう通常起こり得るものだという立場に立っ

て、福崎町の体制整備も考えていただきたいというふうに思っておりますので、

繰り返し強調をしておきたいと思います。

次に、大きな２番目の項目に入ります。健康保険、介護保険等についてであり

ます。

この３年間、この分野の状況を見てまいり、議論を深めてまいりました。そう

いう中で、国民健康保険については都道府県営化、そうして自治体独自の一般会

計からの繰入れ等を行わない方向で進めさせていくなど、どんどんとこの地方統

制が強まっていっております。福崎町もそれに合わせていこうというふうな姿勢

が、これまでの答弁の中で見受けられるのであります。

国民健康保険などを見ますと、これまでも強調しておりますように、所得ゼロ

がその４０％の世帯を占めるというふうな状況などなど、全体として非常に所得

水準の低い人々の加入する保険であります。

そうしてその健康保険は、平等割、均等割など、１口当たり、あるいは１人当

たりという、他の保険にはないそうしたものがあるがゆえに、勤めておられる

方々の保険に比べますと大変高いものに、掛金が高くなるという、そういう特徴

を持っておるのであります。そんな面から、ぜひ自治体としての独自の姿勢を確

立してほしいというふうに思います。

兵庫県でも、加西市や、あるいは赤穂市や、その他多くの自治体でそんな取組

をやっており、コロナ禍で全国的に見ましても、国民健康保険税等の軽減を進め

ておるというふうな自治体があるのであります。福崎町もこの面で、住民生活の

実態を踏まえて独自姿勢の確立、これをぜひ進めていただきたいというふうに思

いますが、いかがでしょうか。

健康福祉課長 国民健康保険や介護保険につきましては、国において制度設計がなされ、公費

負担割合や被保険者の負担割合などが定められているところでございます。

介護保険サービスであれば、そういった中でもサービスの見込み量の推計から、

介護保険料などの推計も行うような形で、国が提供したシステムを提供している

ようなところではございます。

また、国民健康保険につきましても、子育て支援という観点につきましても、

非常に重要な問題だと認識はしておるところでございます。

議員がおっしゃいます平等という視点で申し上げますと、不足する財源を国保

に求めた場合、国民健康保険間の世帯間の公平性、負担については、法定外繰入

金に求めた場合、国民健康保険以外の税金を投入することになるため、社会保険

者の理解を得る必要があるなどの課題が残るのではないかというふうに考えてお

るところでございます。

令和４年度から国が新たな制度を創設しまして、国保に加入する全未就学児に
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係る均等割について、その５割を公費により軽減する措置を導入いたします。全

国知事会や全国市町長会、全国町村会など、地方六団体からの要望などを受けて

実現したものと捉えております。国策として、さらに町の負担がなく、拡充され

るよう、引き続きこれらの施策について求めていきたいというふうには思ってお

ります。

小林 博議員 次の質問の答えまで言っていただきまして、申し訳ありませんね。

均等割について、平等な子育てという観点から、まず子どもの均等割をなくし

てはどうかという質問をしております。

ご承知のように、加西市では１８歳までこれを廃止しております。政府は来年

度から、この取組を進めるということでありますが、未就学児に限ってとしてお

ります。これでは、住民はいろんな仕事をしておるわけですが、被用者保険に入

っておられる方々と、そして国民健康保険に入っておられる方々、同じように一

生懸命働いて子育てをするのですが、そこに不平等ということが生まれるではな

いですか。公平・公正ということを町長はその姿勢としておるということを、こ

れまでの議会でも私に答弁をしていただいておるのでありますので、平等な子育

て環境という観点から、今年の５月の国民健康保険税の税率改正でこの問題も加

えていく、子どもの均等割の廃止を加えていく、そんなふうにされてはどうかと

いうふうに思うんです。

隣の加西市では、もう昨年から１８歳までやっておるわけですから、そんなふ

うな取組をぜひ求めたいと思いますので、答弁を求めます。

町 長 福崎町といたしましても、国保の保険料が上がらないようにと、できるだけ上

がらないようにというような施策を進めていきたいという思いは、質問議員と共

有したところがあると思っております。

ただ、福崎町の考え方として、毎年この国保税を少しでも安くというところで、

しっかりとした歳入歳出を見積もって、国保税を定めさせていただいております。

そういった歴史があるわけですね、福崎町の。

ですから福崎町の国保税の基金ですね、介護のときも福崎町は県下で一番少な

いということを申し上げましたが、国保の基金も実は兵庫県で一番少ないんです。

加西市の基金は、令和２年度の当初で５億円持っておられます。福崎町は７，０

００万円ほどです。そういったことで、県下でも一番福崎町は少ないということ

になっております。

ですから加西市さんはそういった基金等を充当しながら、またほかの財源を持

っておられるのかどうか私はよく知りませんけれども、そういったところから充

当しながら、そういった対策をされているというふうに、私は思うんですね。

福崎町も基金が潤沢にあれば、いろんな施策を考えられるかもしれないんです

けれども、今申し上げましたように、毎年毎年適正なといいますか、しっかりと

した歳入歳出を見積もって、剰余金もあまり出ないような、そういった予算を組

んでおりまして、毎年毎年、できるだけ保険税が高くならないようにしていると

いう中で運営をしておりますので、今おっしゃっておられるような施策を取って

ほしいと言われましても、なかなか取りにくいというのが現状かと思っておりま

す。

小林 博議員 加西市だけでなく県下でも多くの町で、様々な形で取組をこの問題でも強めて

おります。赤穂市でもたしか昨年の調査でそうでしたが、基金があるなしの問題

じゃなしに、その町の為政者がどれだけ住民の生活を心配し、そこに寄り添って

いるかというその心の問題も私、あると思うんですよ。

このところの町当局の答弁を聞いておりますと、皆さんにちょっとお伺いした
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いというふうに思うんです。あんた方は誰に採用されてここにおるんですかとい

うことを聞きたい。政府に選ばれてここに、福崎町に出向したんじゃないでしょ。

町長は福崎町民の選挙で選ばれ、我々も町民の選挙で選ばれている。そこで皆さ

ん、福崎町に採用されておるわけですから、もっと町民の心に寄り添う自治の精

神を出してほしいと思うんです。まるで政府から出張しておるような、そんな答

弁だというふうに感じることがありますので、そんなことのないように求めてお

きたいというふうに思います。

次に、障害者雇用についてに入ります。

神戸新聞でも最近掲載をされておりましたが、障害者雇用の率が非常に進めら

れたというふうな記事がございました。法規制と、それから現状は福崎町内で官

民合わせてどのような状況なのか、その推進体制はどうなのかなど、答弁を求め

るものであります。

健康福祉課長 障害者雇用につきましては、障害者雇用促進法によりまして事業主に対して障

害者雇用率に相当する障害者の雇用を義務づけておるところでございます。民間

企業におきましては２．３％、地方公共団体については２．６％ということにな

っております。

町内の該当企業で法定雇用率を満たしている企業数の割合は６２％になります。

町役場については基準を満たしておるところでございます。

障害者雇用の推進につきましては、企業への就職支援として特別支援学校や自

立支援協議会、就労定着支援事業所とも協力しながら、実習や研修先の開拓を行

ったり、運転免許の取得が難しい方も想定し、通勤先への交通手段の確保のため、

サルビア号やふくひめ号の活用方法も紹介をしております。

また令和３年度からは、働きたいという意欲のある障害のある方に対しまして、

役場のほうにジョブコーチを招いての定期的な就労相談会のほうの開催も予定し

ておるところでございます。

小林 博議員 コロナ禍の下で、テレワークなど在宅勤務なども普及していって、その意味で

は障害者の方々にとっても働きやすい環境というのは一面できてきている、進ん

でおるのかもしれません。そういったことも考え合わせながら、継続的な、ある

いは意識的な取組を日常化させてほしいというふうに思います。

この６２％ということですが、これを向上させていく年次的な目標というのは

どうなっておるでしょうか。

健康福祉課長 このたび議案のほうでも提出をさせていただいております障害者プランのほう

におきまして、９年先の目標値ということで、８５％ということで挙げさせてい

ただいておるところでございます。

小林 博議員 その９年先の８５％ということですが、それを達成するための特別な取組とい

うものはあるんでしょうか。

健康福祉課長 先ほども申し上げましたけれども、特に企業のほうへ出向いて障害者雇用につ

いての理解を求めていって、そういった法律の趣旨なども説明をしながら、雇用

のほうをしていただくというところを進めていきたいというふうには思っており

ますし、また反対に働きたいという方については、こういう企業が求められてい

ますよというようなマッチング的なところ、そういったところも進めていきたい

というふうには思っております。

小林 博議員 ぜひこの面でも、特別の取組を日常化させてほしいというふうに考えておると

ころであります。そしてただ単に雇用が進んだからよいというふうなことではな

しに、その雇用の条件とか、そういったことについてもぜひ配慮してほしいと、

目配りをしていける、そういう体制も取ってほしいと思うのですが、いかがでし
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ょうか。

健康福祉課長 議員言われますように、そういったところも重要かと思います。まずは就労、

就職のほうへ向けて取り組んでいって、次にそういったところについても企業の

ほうとも話合いを持っていきたいというふうには思っております。

小林 博議員 ぜひその努力方を求めておきたいというふうに思います。いろんな条件があっ

ても、福崎町に住めばどんな人でもちゃんと生き生きと暮らせるという、そうい

う体制を整えていってほしいというふうに思うわけであります。

次に移ります。

福崎町の各種福祉施策というものがございます。町単独でつくってきた、長年

の間に多くの関係者や議会、町当局の積極的な取組で、独自の各種施策を進めて

きたのは福崎町の伝統であります。

交通災害遺児年金や、あるいは障害児の就学援助等、これらは福崎町でならや

っていけるという、不幸に見舞われたときでもやっていけるという、そういう生

きる希望を与えてきたというふうにも、私は思っておるところであります。

ぜひ、このよりよい福崎町独自の様々な施策を充実・発展させるという姿勢は

堅持してほしいというふうに思うのですが、町長はどのように取り組まれるでし

ょうか。

町 長 私は、町長に当選して初めての議会の所信表明の中で、福崎町は町制施行以来、

教育・文化・福祉を大切にしてきた町です。その原点は、忘れないように町政を

進めていきたいというふうに述べさせていただきました。その思いは今も変わっ

ておりません。

小林 博議員 ぜひその姿勢を貫いて、状況に合うような改善方も進めていくということで求

めておきたいと思います。

次に、補聴器購入への援助というふうに思うのであります。高齢化社会、耳が

聞こえにくくなると人との交流が減り、老化が一層進むと心配をされております。

高齢者の健康と社会参加を促進する立場から、補聴器の購入への援助も必要では

ないかというふうに思うのであります。

その点についてはいかがでしょうか。

健康福祉課長 補聴器の購入補助につきましては、今のところ障害者手帳の聴覚障害のある方

については補助を行っているところではございますが、その他の方については補

助を行っていない状況でございます。また、県におきましても今のところそうい

った補助がない状況ではございます。

県におきましても、国のほうで制度創設を求めるように要請をされております。

町としましても、国の施策として取り組んでいただけるように、機会を捉えて意

見のほうを述べていきたいというふうには考えておるところでございます。

小林 博議員 もちろん基本的には国がそういう施策を取っていただくということが一番よい

というふうに、私も思います。しかし国にそういう施策を取り入れさせるには、

地方の先進的な取組もまた重要な役割を果たすということは、これはもう今まで

の経験で明らかであります。

かつて老人医療費というふうに言われていた時代、岩手県の沢内村という小さ

な山の中の村から始まった老人医療費の無料化が、それが全国に広まり、そうし

て政府もそれに対応せざるを得なくなった。あるいは子どもたちの医療費援助に

してもそうです。様々な身の回りの施策は、地方自治体が先行して取り組み、そ

うしてそれが世論となって政府を動かすという、そういうことになってきておる

のが日本の政治の実態であります。

したがって、この補聴器購入という面の補助についても、そのような取組もま
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た必要ではないかというふうに思いまして、質問をしております。どうぞよろし

くお願いをいたします。もう国、国と言わずに、福崎町としてどうかという、そ

の点をぜひ答弁を求めておるわけです。

健康福祉課長 今のところ、言いましたように、県下でもこういった事例がないような状況で

はございます。そういった先進地の事例等も見ながら研究していきたいというふ

うに考えております。

小林 博議員 ぜひ研究して、進めていっていただきたいというふうに思うんです。研究した

いと言われても、再びここでもう一回それを確認する機会が得られるかどうか、

ちょっとまだ不明でありますが、ぜひそういうことをできるようにも頑張りたい

と思いますが、前向きに緊急な課題として取組を進めてほしいと思います。

非常にこの補聴器というものも性能がよいものは高いようでございまして、こ

れが購入できないで、家に結局閉じこもってしまうというふうな方、そういう方

も多いというふうに聞いておりますので、ぜひ検討を求めたいと思います。

次に、子育て・教育関係のほうに入ります。

まず、教育委員会の役割と責務についてお伺いをいたします。施策の決定や執

行権限等、教育委員会の役割というものはどのようになっておるでしょうか。

学校教育課長 教育委員会は、教育長と教育委員の合議により基本方針を決定し、その方針を

受け、教育の専門家としての教育長が事務局を統括して執行する仕組みとなって

おります。教育委員会は毎月１回開催し、教育長が方針や方向性、努力事項など

を提示した上で、教育委員と意見交換をし、教育委員からの提案などを加味しな

がら教育行政を進めております。

具体的には、新型コロナ感染防止のための臨時休業期間中の協議でありますと

か、いじめ防止対策推進条例の是非、その内容の検討、さらに自然学校やトライ

やる・ウィークの視察なども実施しているところであります。

執行権限としましては、教育長は教育委員会の代表者でありますが、教育委員

会は合議制であり、教育長は教育委員会の意思決定に基づき事務をつかさどる立

場であり、教育委員会の意思決定に反する事務執行を行うことはできないと考え

られます。

小林 博議員 それでは、そのような課題がどのように検討をされておるのか、なかなかちょ

っと見えにくいという状況があります。

教育委員会の所管する範囲は、社会教育も担当しておりますので、住民生活の

非常に幅広い分野を担当されておるのであります。それらがどのように検討され

ておるのか、月１回の教育委員会で十分なのか、その点についてはどうなんです

か。

学校教育課長 毎月教育長が出席している小中学校の校長会、教頭会、さらに公立・私立こど

も園の園長会での協議事項でありますとか、学校や園から報告されてくる懸案事

項を報告いたしまして、福崎町教育の現状について議論をしているところであり

ます。

教育委員からは、教育の専門家だけの判断に偏ることのない、広く社会の常識

や住民のニーズ、保護者としての期待などを踏まえた視点から意見をいただいて、

教育行政に反映しております。

小林 博議員 学校給食の異物混入が、繰り返し繰り返し起こる。原因は同じところから発生

をしておるというふうなことも含めて考えますと、果たして教育委員会というも

のはどんな役割を果たしておるんだろうというふうに、ちょっと見直さざるを得

ないというふうに思っています。本当にこの機能的に、あるいは責任を持った形

での政策決定、そして執行という重要な権限を持っておるのでありますから、そ
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れにふさわしい役割を果たしてほしいというふうに思っております。

それではそれがどのように進められておるのかという点で、議事録を拝見する

わけであります。この議事録を見ますと、報告事項として書いてあって、協議事

項としてその中のことが書いてあって、どんな議論がなされたのか、どんな質問

があって、どんな答えが出たのか、委員同士どんな検討をされたのか、全く書か

れていないので分からないのであります。こんなふうな議事録でよいのでしょう

か。

学校教育課長 教育委員会の会議録につきましては、概要について要点が分かりやすいように

作成し、個人情報に係る部分については配慮しながら公表しているところであり

ます。

会議録の作成につきましては、要点が明瞭ですぐに理解できるような表示にす

るようにしておるところであります。議事録については対応を公表させていただ

いているというところであります。

小林 博議員 ということは、詳細な内容は秘密だという、教育委員会とはそういう機関です

か。

学校教育課長 そういうことではございませんで、教育委員の発言部分につきましては、この

一般質問の質問をいただいたことをきっかけに検討しましたところ、確かに対応

が対応過ぎるのではないかという点もございますので、今後、委員さんの発言の

要旨を分かりやすく表示していきたいとは考えております。

小林 博議員 戦後、憲法や新しい教育基本法ができたときは、最初は教育委員は公選であり

ました。住民が直接選挙で教育委員を選ぶという制度でありました。それが議会

での承認案件というふうに変わったのでありますが、最初に言われましたように、

重要な政策決定、執行権限を持つ教育委員会でありますので、私たち議会議員と

しても、選任をするときに、あるいは再任議案などがかかったときに、この教育

委員さんが委員会の中でどのような発言をされ、どんな役割を果たされたのかと

いうことが分からないままで承認をせえということになりますと、これは住民に

対する責任が果たせないということになります。

開かれた教育委員会、町民に対して分かりやすく開かれた教育委員会という観

点から言いますと、もっとリアルな形で、議会の議事録のような形で議事録を作

成していただく必要があるのではないかというふうに思うんですが、いかがでし

ょうか。

学校教育課長 委員さんの発言部分につきましては、先ほども申し上げましたように、発言の

趣旨を分かりやすくまとめさせていただくということで、公表させていただきた

いと思っております。

議会議事録のような一言一句というような形の議事録につきましては、教育委

員会としてはちょっと難しいと考えております。

小林 博議員 できるだけやっぱりオープンな教育委員会ということにしていただきたい、そ

のように思います。

次に、教育委員会の議事録を見させていただきますと、各学校や幼児園ごとの

諸課題やいろんな問題点が書かれております。報告されております。この学校の

この学年はちょっと授業についていけないとか、いろんなふうなことが書かれて

おるようでありまして、それらの解決への対処はどのように具体的に進められて

いっておるのか、お聞かせをいただきたいと思います。

学校教育課長 教育委員会で議論させていただいた内容につきましては、各小中学校に校長会

などを通じて指示を出していくような形で対応しているところであります。

小林 博議員 抽象的でありますので、具体的にこれはどうだというふうにやる時間もありま
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せんし、ちょっと内容的もどうかというふうに思いますので。

今年の予算にも一定の教育の介助員、援助員等の増も含まれておりますので、

努力もされており、当局もそれを認められておるということについては評価をし

ながらの質問であります。

福崎町のどこの学校でも、子どもたちが取り残されることのないように進めて

いってほしいというふうに思っております。数学や英語を中心に、学習内容が非

常に難しくなっておるというふうに教育関係者からも聞いております。分からな

いまま取り残される生徒が出ることのない、そんな取組を求めたいと思うのです

が、教育長の答弁を求めます。

教 育 長 教育には、不易と流行という言葉がよく使われますが、その不易の部分であ

りまして、学問に王道なしとか、教師は授業で勝負するとかということがよく言

われております。分かりやすい授業の工夫、改善、これが今、一番求められてい

ることではないかというふうに思っております。分からないまま取り残す児童・

生徒のいない、そんな授業に努めなければならないと思っております。

それに加えて、昼休みとか放課後とか、場合によっては補充学習も取り入れた

り、個別学習も取り入れたり、そして２名増員していただいた学習支援員による

補助、それから加配教員等の複数指導による個別指導や別室指導で対応していき

たいというふうに思っております。１人も分からないまま取り残すことのないよ

う努めていきたいというふうに思っております。

小林 博議員 そのようにぜひ取組を進めていただきたいというふうに思います。

基本的には少人数学級の推進ということが必要だと思います。国はようやく令

和３年度からの方針を出しております。県はこれまで４年生だったのですから、

国が令和３年度から２年生まで３５人学級ということになりますと、県はこれま

で３学年分余分にやっていたんですから、１年繰り上げて５年生までやるという

ふうな、そんな方向が出るのかなというふうに期待をしておるわけですが、その

点についてはどうですか。

教 育 長 現在、何の連絡、指示もございません。したがって町の教育委員会としても、

何も分からない状態であります。

小林 博議員 国の予算編成の中では、２０２１年度については教員の増は７４４名、２０２

２年度から３，２９０名増というふうな形で、なぜか２０２１年度についてはち

ょっと規模が小さいようであります。既に特別な支援があるとかないとか、そん

なふうなことも理由にしておるようでありますが、これは兵庫県にも一定の人件

費等、その費用が来るのではないかというふうに思います。

既にこの時期ですから、ちゃんともうこの１学年３５人学級を上にスライドし

て上げていくという、そういう取組があってもよいと思うのであります。ぜひ県

当局にそのような方向を確認しながら進めていってほしいと思います。

コロナの中で、ソーシャルディスタンスと言われておりますが、私も福崎小学

校にスクールヘルパーなどで行っておりますと、５年生、６年生、大きな体にな

っておるのに４０人ぎりぎりというのは、非常に窮屈であります。そんな面で、

ぜひこの少人数学級の推進についての特別な取組、努力を求めておきたいという

ふうに思います。

それから次に、教育扶助の問題については予算審議の中で、その実態について

はお聞きをいたしましたので、割愛をしておきたいというふうに思いますが、こ

れらについてのさらなる充実と、そしてこの基準から漏れ落ちのないように、そ

んな日常の取組を関係者に求めておきたいと思います。

学校給食の安全への取組についてもぜひお願いをしたいというふうに思ってお
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りますので、教育扶助の問題、学校給食への安全の取組、２つ合わせて基本姿勢

をお伺いいたします。

学校教育課長 教育扶助につきましては、先ほど言っていただいたように、補助ベースを遵守

しながら維持していきたいと考えております。

学校給食につきましても、県の学校給食食育センターと共同歩調を図りながら、

業者の指導に努めてまいりたいと考えております。

議 長 一般質問の途中ですけども、暫時休憩いたします。

再開は１０時５０分といたします。

◇

休憩 午前１０時３１分

再開 午前１０時４８分

◇

議 長 会議を再開いたします。

小林 博議員 次に、社会教育関係のほうに答弁を求めます。

コロナで先ほどフレイルの問題を取り上げましたけれども、例えば体育館など

の体操に行きますと、これまで体操に来られていた方が距離を取らなければなら

ないというふうなことなどのために、班を２つに分けたりとか、いろいろありま

す。そういうことの中で、施設の整備や、あるいは指導員の増員などが必要では

ないかという、そういった利用者の声がありますので、その点についてどうかお

聞かせをいただきたいと思います。

社会教育課長 社会教育施設等につきましては、できるだけ多くの方に参加をいただきたいと

いうような形で、先ほど質問議員さんのおっしゃいましたとおり、開催時間の短

縮ですとか参加人数の制限、十分な距離の確保など、様々な点について検討させ

ていただいて、事業の実施を行っているところです。

体育館のほうで実施をしております教室等につきましては、包括連携協定を締

結しております神戸医療福祉大学の学生さんにも指導補助として支援をいただく

ことなど、できるだけ参加をいただけるようなことを考えながら対策を講じてい

るところでございます。

小林 博議員 ぜひ、重要な課題でありますので、お願いいたします。

耐震問題について、各社会教育施設、たくさんありますが、耐震対策などの検

討がどこまでされておるのか、あるいはその整備の方法、計画等々、これらはど

のようになっておるのか、いつどんなふうに建てていくのかについて答弁を求め

ます。

社会教育課長 社会教育施設における耐震性が十分でない施設は、昭和４４年に建築をしまし

た第２体育館と、昭和４５年に建築をしました文化センターの２施設と認識をし

ております。

第２体育館の利用につきましては、できるだけ学校施設社会開放としての体育

館を利用いただくよう、働きかけを始めているところです。

また、文化センターにつきましては、今後どのような形で検討を進めていくの

がよいのかを調整していきたいと考えているところです。

小林 博議員 計画づくりのそのめど、いつまでにやる計画をつくるのかについてお聞かせい

ただきたいと思います。

社会教育課長 改修時期につきましては、行政としての他の施設の整備ですとか、様々な課題

等もあります。そういった部分を踏まえまして、文化センターの整備については

検討をさせていただきたいということで、考えているところです。

小林 博議員 住民の関心の高い課題でありますので、ぜひ大きな災害が来る前に対応してほ



－15－

しいというふうに思います。

次に４番目の項目に入ります。

駅前周辺整備、今後の課題ということでありますが、バリアフリー計画、福崎

駅の関係については大変歓迎をされております。予算が示されましたので、歓迎

されております。

改めて具体的な内容と、その完成への年次についてお聞かせをいただきたいと

思います。

技 監 議員おっしゃいましたとおり、令和２年度補正予算にて、施設の設計費が計上

されました。長年の課題解消のスタートラインに立つことができた状況になって

おります。

整備内容としましては、車椅子対応の１１人乗りエレベーターが２基、跨線橋

の階段の２段手すり、それから内方線つき点字ブロックの設置等を予定しており

ます。

事業者であるＪＲからは、国に対しまして令和３年度当初予算で工事費の要望

をしていること、また、継続事業につきましては優先して整備するのが基本であ

るということを聞いております。順調に予算がつけば、令和３年度に施設設計を

行った後、令和４年度には工事完成するものと考えております。

今後もＪＲ、国、県と協力して工事完成まで取組を進めてまいります。

議 長 町の本年度予算では、もう工事費まで全部含めて計上しておるんじゃなかった

ですかね。

技 監 今おっしゃいましたとおり、町のほうでは令和３年度に工事が全て完成するま

での予算を計上しております。計上というか、計画しております。

小林 博議員 その予定で私たちも考えておりますので、国あるいはＪＲに、その点、強く求

めていっていただきたい。ＪＲの姿勢はどうでしょうか。

技 監 先ほども申しましたとおり、ＪＲも一旦着手したものについては完成させてい

くという方針を聞いておりますので、ＪＲもやる気になっているというふうに考

えております。

小林 博議員 期待をしておきます。

次に、駅前周辺整備が進められました。しかしそこには安全ということも大変

課題として浮かび上がっております。ウエルシア前の信号設置への取組はどうで

しょうか。あるいは中溝踏切付近の改修、踏切内の凹凸や前後の道路舗装の問題、

あるいはこの整備によって第三西山筋踏切の利用も非常に多くなったというふう

に言われております。その周辺全体の交通安全対策が必要かと思いますが、どの

ように考えておられますか。

住民生活課長 まず、信号についてお答えさせていただきます。

信号の設置につきましては、商店街に入る県道の幅員が狭く、警察から現状で

の信号設置は困難であるという見解を聞いております。

地域住民、警察、県との協議が必要ですが、解決手段の一つとしては、例えば

商店街の県道を一方通行にすることで幅員狭小の問題はなくなります。町として

はそれらの可能性を探っていきたいと考えております。

小林 博議員 朝行ってみますと、指導員の方が走り回って、子どもだけでなく一般の方々の

通行の安全も頑張っておられます。そんな面で、独りでは無理ではないかという

ふうな思いもするわけでありまして、そういった人的な補充の問題はどうでしょ

うか。

住民生活課長 交通指導員につきましては、現状増やす予定はございません。

小林 博議員 増えるわけですね。
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住民生活課長 交通指導員につきましては、現状から増やす予定はございません。

小林 博議員 さっき言いましたように、語尾をはっきり言ってくださいね。

その必要は、現状を見て、あると思うんです。現場、ぜひ見て頑張っていただ

きたいというふうに思います。これはまた後で改めて追求をしたいというふうに、

機会があれば。

それから次に、中溝踏切の改修問題、それから県道甘地福崎線、町道福崎駅田

原線、新町千束線等々、その進捗問題についてお伺いをいたします。

まちづくり課長 まず中溝踏切についてでございますが、踏切の拡幅が必要となってくるわけ

ですが、これについてはＪＲの許可等もございますので、今現在、予定はしてお

りません。協議も行っていない状況となっております。

それから、先ほどの県道田口福田線の舗装でございますが、県道でございます

ので県に確認しましたところ、今年度中、来週になろうかと思いますが、福崎農

協前の舗装については施工したいというふうにお聞きしております。

それともう一点ありました踏切内、こちらもＪＲのほうには要望しております

が、今現在、具体的にいつというような回答は得られていない状態でございます。

それから、続きまして、県道甘地福崎線についてですが、こちら平成２９年度

に着手して５年間ということで、令和３年度が最終年度となってくるわけです。

町は県から用地取得について委託を受けまして、地権者の方々との交渉を行って

おりますが、相手先の移転等の問題もありまして、全ての方と契約は締結できて

いない状況でございます。今後も鋭意努力しまして、用地取得を推進していきた

いというふうには考えております。

ただ、令和３年度には県による道路工事、こちらも実施されるというふうにお

聞きしておりますので、工事が進んでいけば地元の方、地域の方々の目にも見え

る形となって進捗が現れてくるものと考えております。

最後、町道ですが、福崎駅田原線、それから千束新町線、こちらが国道３１２

号から福崎駅までのアクセス道路として町が整備するものでございますが、こち

らにつきましては令和３年度より新規着手事業として、国・県に対しても要望を

行っておりますとともに、町の予算におきましても実施設計などの測量費に加え

まして、用地費の一部についても計上させていただいております。

この町道につきましては５か年事業として、令和７年度の完了を目指したいと

いうふうに思っております。

小林 博議員 次に、生活道路整備についても大変重要な課題となっておると思います。たく

さんの要望等もあろうと思いますが、私たちも聞くところ、具体的な道にその必

要を感じます。ぜひ、この生活道路整備の関係についても、予算的な配分のほう

からも考えてほしいと思うのですが、いかがでしょうか。

まちづくり課長 生活道路の整備でございますが、先ほど言われましたように、地元区からの

要望によりまして計画、施工とさせていただいております。近隣の状況でありま

すとか、その整備効果を踏まえ、町におきまして立案・計画している道路もござ

いますが、基本的には地元区からの要望によって計画をしております。

要望につきましては各区長から行っていただいておりますので、緊急の場合を

除きましては当初予算に計上の上、計画的に実施をいたしております。

要望についてですが、日々利用され、現状を理解されている地元区が熟慮を重

ねられた上での要望だと思います。本来であれば全地区を採用し、実施していき

たいとは思いますが、限られた予算の中で選択をせざるを得ないのが現状であり

ます。

町といたしましても、今後少しでも多くのご要望に応えられるように、新しい
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工法の採用でありますとか事業費の縮減により、限られた予算の中でも最大効果

を発揮できるように努めていきたいと思いますので、ご理解とご協力をお願いい

たします。

小林 博議員 あそこまで整備して、その隣からやらないというふうな、そういう点での公平

感についての不満もありますので、ぜひ積極的な取組を求めておきたいと思いま

す。

次、上下水道の問題に入ります。

読売新聞の１２月３０日付では、５００市町村に経営プロを派遣するというふ

うな記事が出ております。民営化、広域化など、国は推進をしておるわけであり

ますが、福崎町の基本的なこういうことについての方針をお尋ねいたします。

公営企業管理者 民営化及び広域化の問題でございますが、以前から答弁しておりますように、

まず、令和２年度で水道施設の一部を管理委託しましたけれども、これは民営化

を目指したものではございません。いわゆるコンセッション方式でございますが、

こういったことは実施する予定はございません。

それと広域化の動きでございますが、県が主催しておりまして、広域化の議論

は行っております。現在のところは事務担当レベルの議論でございますが、その

中で、福崎町は広域化で施設を一体化するという考えはございませんが、事務の

共同化でありますとか専門職員の育成、また薬品関係の共同購入、こういったこ

とで歩調を合わせることが可能な分野がないかの検討に参加しているところでご

ざいます。

小林 博議員 施設整備の問題についてもお聞きをいたしますが、小規模でも自己水源を守る

ということは、阪神・淡路大震災の教訓だったと思います。長年の努力と住民の

協力でつくり上げられてきた自己水源地は大切にされるべきと思いますが、どう

でしょうか。

公営企業管理者 自己水源とおっしゃいますのは、井ノ口水源地、１日１，０００立米の水源

のことかと思われます。この井ノ口水源地につきましては、大雨などが降ります

と、一部濁度が上昇するといった問題がございます。現在は塩素滅菌のみで供給

をしておるわけですが、万全と言えないということがございますので、これは大

きなお金をかけて福田方式で高度浄水化するのか、もしくは県の受水を受けてカ

バーしていくのか、今後、慎重な検討を行っていくつもりでございますが、おっ

しゃるように大切な自主水源であるということは認識をしております。

小林 博議員 阪神・淡路大震災の後は、各家庭の井戸がどこにあるのか、使えるのか使えな

いのかということを含めてマップをつくったような記憶もあるわけでありまして、

いかに水を自前で確保するかということは大切でありますので、その観点を忘れ

ないようにしてほしいと思います。

次に、地方公営企業法との関係についてであります。

下水道は契約の議会承認を求めるようにすべきだと思うのですが、条例改正で

そのようにすることを求めたいと思いますが、どうでしょうか。

公営企業管理者 地方公営企業法によりますと、第４０条第１項で地方公営企業の業務に関す

る契約の締結等が、条例や議会の議決を要しないという規定がございます。福崎

町におきましては、法適用、全部適用を行っておりますので、この規定が適用さ

れまして、契約とか契約変更の議決が不要となっておるわけでございます。

これを条例でできないかということでございますけれども、地方公営企業法の

趣旨から考えまして、企業の透明性でありますとか公平性、能率的な経営という

観点から、この同法を適用したという経緯がございますので、今のところ条例に

よって、適用除外をさらに外すということは考えておりません。
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小林 博議員 私はこの第４０条を除外するというふうにすべきだというふうに思っておりま

すので、それはまた後ほども含めて追求していきたいというふうに思っておりま

す。

次に、農業問題のところで書いておりましたが、ほ場整備や営農をどんどん進

められておりますが、営農組合等の今後の在り方について、農業経営の在り方に

ついて答弁を求めます。

農林振興課長 福崎町には、営農組合が今１９組織ありまして、古くは昭和４７年度に設立し

ておりまして、平成２５年度以降は５つの組織が設立しております。１９組織の

うち７組織が法人化しておりまして、令和３年度には新たに２組織が法人化する

予定で進めているところです。

営農組合の組織の構成を見ますと、ほとんどの組合で実働者の減少、それから

高齢化により活動力の低下が問題となっております。後継者が決まっていない組

合が７団体で、そのうちリーダーが７０歳以上の団体が４団体ありまして、１０

年後を見据えた再編の必要があるのかなというふうに考えております。必要な営

農組合に対しましては、県のアドバイザー派遣とか経営診断、支援制度の紹介も

行っているところであります。

小林 博議員 農業問題、重要な課題でありますが、この点についても福崎町に合った状況で

考えてほしいというふうに思っています。政府の輸出型、あるいはスマート農業

化だけでは解決できない問題があるのではないかというふうに思います。

次に、交通安全対策のところで、この４番目、最後ですが、防曇型ミラーの増

設をぜひ進めてほしいというふうに言っておりますが、この点についてもぜひよ

ろしくお願いをしたいと思います。

住民生活課長 凍結防止ミラーの増設につきましては、以前からお聞きしているところですの

で、幹線道路や交通量などの状況を見て設置していきたいと考えております。

予算的にも、カーブミラーと設置工事費用、平成３０年度の６６万円から１６

０万円と拡充しておりますので、その予算の範囲におきまして順次更新していき

たいと考えております。

小林 博議員 半年以上にわたって朝の交通ラッシュの時間に効果を発揮いたしますので、こ

れほど投資効果のある事業はないのではないかというふうに思いますので、ぜひ

積極的な対応を求めたいと思います。

次に、環境・防災問題というところですが、先に廃棄物堆積、不法投棄問題で

あります。高橋の問題、あるいは板坂のところの問題、車の堆積問題等々につい

て、その後の取組を報告してください。

住民生活課長 高橋の不法投棄のところでございます。

管轄であります西播磨県民局は、引き続き継続的に発生源者に対して電話催告

を行っております。先日も西播磨県民局の環境参事にお会いしまして、現在も現

場が動いていない状況で、町議会のほうでも問題とされていることを切に訴えま

して、強い対応をお願いしているところでございます。

まちづくり課長 板坂、町道１９８号線となりますが、こちらの取組についてお答え申し上げ

ます。

１２月の定例会以降についてでございますが、１月８日、県の環境部局の担当

者が現地確認の上で相手方に対して指導を行っております。内容といたしまして

は、道路の路肩に放置されています使用済みと思われます自動車６台の移動、今

後新たに使用済みとなる可能性のある車両、こちらについて囲いの中への集約を

するといったようなことでございます。しかしながら現時点では履行はなされて

おりません。
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町といたしましては、２月、３月におきましても、県の担当者から相手方に対

して連絡や状況確認をしていただいておりますので、その状況を見させていただ

いているところでございます。

小林 博議員 高橋のところの問題については、強い法的な対応が求められるというふうに思

うのですが、その点については、町は県に進達をするとか、そういう気はないん

でしょうか。

住民生活課長 県の対応でございますが、発生源者に対しまして頻繁に電話催告は継続的にず

っと行っていただいておりますので、それ以上強い対応を求めていくというとこ

ろは、町のほうでは今のところ考えておりません。

小林 博議員 町のそういう姿勢が甘く見られておるのではないかと思います。もともと福崎

町の姿勢が甘かったから、こういう堆積になったという経過もあるわけですから、

もっと強い姿勢を持っていただきたいと思います。

次に環境問題のところですが、工業団地周辺の生活環境の維持については、ぜ

ひ改めて配慮を求めたいと思うんです。国の政治の流れ等々から言いまして、経

済優先で住民の生活環境維持が犠牲になってはいけないと思います。

福崎工業団地は、住居と工場の混在という特殊性があるわけでありますので、

ぜひその点の姿勢を維持してほしい、環境を脅かす様々な事例や火災などの事故

も、何度も発生をしておるわけでありますので、その姿勢の維持を求めます。

地域振興課長 当町の工業団地につきましては、先ほど議員言われましたとおり、住民の生活

区域と混在している場所がございます。工場立地法では、周辺の生活環境との調

和を保つ基盤を整備し、公害の発生を抑える体制を整えて、生活環境の保全を図

ることとしております。

令和元年１２月に工業団地協議会から緑地率緩和への要望がございました。そ

れを受けて経済活動面、住民生活面、自然環境面のそれぞれの視点に立って、地

域の実情に応じて、工場立地法に基づいた緑地割合などの環境上の問題について

検討を始めております。

そして本年度、周辺３集落との調整会議を開催しております。区長様から、緑

地率の緩和を進めてもよいとのご意見をいただいております。どのぐらい緩和す

るかは、今後の調整となります。地域住民さんの生活環境面に影響のない範囲で、

三者で緩和に向けた調整を進めていくところでございます。

小林 博議員 その姿勢がちゃんとした、私はその具体的な計画と同時に、その姿勢を求めて

おります。ちゃんと生活環境を維持するという姿勢はございますか。

住民生活課長 公害防止協定につきましては、福崎町における公害を防止し、地域住民の健康

を保護するとともに、生活環境の保全を図るため、町と企業が環境基本法の趣旨

に基づき、相協力して公害防止対策を推進するものとして、協定を締結している

ものでございます。町といたしましては、現体制を維持するということを思って

おります。

小林 博議員 それは最後の質問の答えにもなっておるんじゃないかと思うんですが、福崎町

の公害防止協定は、先ほど言いましたような福崎工業団地の特殊性からも、住民

監視や町の主導権、環境の維持など、それを基本姿勢とした協定であります。

この公害防止協定は、ぜひ将来にわたって維持していただきたいと思うのです

が、いかがでしょうか。

住民生活課長 先ほども申しましたとおりで、維持していくということでございます。

小林 博議員 最後に、ちょっと上へ上がりまして、防災対策の雨水排水対策で、雨量計の設

置について、現在の設置状況とその増設について検討してほしいと思います。福

崎町内でも雨の降り方が各地違いますので、その必要があるのではないかと思う
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のですが、どうでしょうか。

技 監 県が把握しているところで、県内には気象庁、県、国管理合わせて２８３か所

の雨量計がございます。うち福崎町内には、中播消防署と県姫路土木事務所福崎

事業所に１か所ずつ、２か所にあります。福崎町の兵庫県に占める面積の割合か

ら案分いたしますと１．５か所ということになりまして、２か所というのは県の

平均箇所数になります。

中播消防署にある雨量計は、気象庁のアメダス雨量計でありまして、テレビの

ｄボタンで数値を見ることができます。また福崎事業所にある雨量計を含めて、

インターネットの川の防災情報でも数値を見ることができます。

また気象庁のホームページでは、雨量の数値ではございませんが、雨雲の動き、

それから今後の雨、この後どれぐらい降るかっていう情報が視覚的に非常に分か

りやすく、正確な情報として見ることができますので、これは１キロメッシュの

情報になります。非常に細やかな情報となっておりまして、雨量計の間隔を補完

できるというふうに考えております。

このため、町としては現在のところ雨量計の設置は考えておりませんが、今後

もこういう情報があるっていうことを、住民の皆様に機会あるごとにお伝えして

いきたいと考えております。

小林 博議員 雨の状況や地形から考えましても、高岡、それから町の中心部、そして南東部

の八千種という、そういう配置が要るのではないかというふうに思いますが、そ

の点はどうでしょうか。

技 監 議員おっしゃいますとおり、雨量計もあればあるほどその情報を知ることがで

きるということがございます。ただ、つければつけるほど、正直言いまして、そ

の管理、正確な情報を出す管理も必要でございます。その中で、今、住民の皆さ

んに知っていただきたいのは、今後どういう雨が降ってどういう危険性があるか

っていうことを知っていただくことが一番重要なことと考えておりまして、谷ご

とにつければ一番いいんですけど、やはり今後の危険度を知っていただくってい

うことをお伝えしていきたいと考えております。

小林 博議員 一つの問題提起としても受け止めておいていただきたいというふうに思います。

それから最後に、雨水排水対策について、幹線は整備計画が進んでいっており

ますが、小規模開発が重なって、既設の用排水路では対応できない状況がありま

す。自治会任せを脱却した取組を求めたいと思うのですが、いかがでしょうか。

上下水道課長 開発につきましては、県の開発許可制度によりまして技術基準に沿った形で申

請実施をされておるところであります。町としましては、福崎町の開発事業等調

整条例によりまして、雨水対策の指導をするといったことになっております。

議員ご指摘の問題点は、要は下流水面の断面不足といったことになろうかと思

います。県の技術基準に適合しました申請である以上、下流部の水路改修まで強

制をするということは、これはなかなか難しい問題でございます。

こういった問題につきましては、開発行為以外にも複合的な問題があるという

ふうに考えておりますので、今後、農業用水の状況、それから堰板などの設置の

状況なども把握しまして、データの蓄積を行う必要があるというふうに考えてお

ります。

小林 博議員 必要なら、そうした幹線に次ぐ支線等の問題についても、町で整備計画を持つ

ということも要るのではないかというふうに思いますので、問題提起をしており

ます。どうでしょうか。

上下水道課長 今のところは、おっしゃいましたように幹線の水路から取り組んでいるところ

でございますので、支線までというようなところまでは行っておりません。
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ただ、この幹線が終了しました折には、そういったことも含めまして今後の雨

水の計画をどうしていくのかというところを、もう少し煮詰めて考えていきたい

というふうに思っております。

小林 博議員 雨の降り方も変わってきております。一気に水が市街地からも流れ出すという

ふうなこともありますので、ぜひ積極的な対応を求めておきたいというふうに思

います。

以上で今期最後の一般質問を終わらせていただきます。ありがとうございまし

た。

議 長 以上で、小林 博議員の一般質問を終わります。

次、２番目の質問者は、山口 純議員であります。

質問の項目は

１、観光政策と我が町の将来について

以上、山口議員。

山口 純議員 議席番号４番の、山口 純と申します。

お時間を頂きまして、一般質問をさせていただきます。

東日本大震災から１０年たちました。私ごとで恐縮なんですが、この東日本大

震災を経て、私も自分が政治に目覚めて、勉強し出したきっかけにもなった出来

事でありました。

いろんな人々の人生を変えた出来事であったわけです。

そして今回、任期としては最後の一般質問に立たせていただいております。そ

うなので、ちょっと諸事情でっていうか、いろいろやることが多いので、一般質

問の内容としては薄いものなんですが、ぜひとも町長以下、幹部職員の皆さんに

お伝えしておきたいことも幾つかありますので、その点だけ先にちょっとお話さ

せていただきます。

町長の所信表明の中でもあったわけですが、まず、また原稿を書いてきました

んで、原稿を読ませていただきます。

令和２年９月にも、観光について同じような質問をさせていただきました。尾

﨑町長の所信から、令和３年１月１８日第２０４回国会における菅総理の施政方

針演説で、福崎町との関連が深く、特に重要だと考えることに、農業と観光など

を挙げ、今は農業と観光が福崎町を支える産業とまではいきませんが、将来は我

が町の面白い存在になる要素は十分にあると思っていますとおっしゃっています。

農業に関しては、ここ最近の国会での議論で企業の農地取得について、全国展

開が先送りになりそうなんですね。国家戦略特区として農業改革に取り組まれて

いるのが、養父市さんです。これまで養父市さんは５年間やってきて、この農業

改革の農業特区を取得してやっておられることに対して特段の問題は発生してお

らず、むしろある一定成果を上げているにもかかわらず、今回２年間の延長をし

て、さらに調査を進めることになったようです。

これについて、広瀬 栄養父市の市長が、維新の会の片山大介参議院議員のユ

ーチューブチャンネルで、令和３年２月９日に公開された動画に出演されて、こ

う発言しておられました。

「養父市の制度２年間延長という話、２年間の意味がよく分からなかった。５

年やってきたなら、普通５年延長なら分かるが、２年間のうちに農水省が調査を

行うとなっている。」国家戦略特区の所管が内閣府になっているので、その上で

の発言やと思うんですが、「企業による農地取得は養父市限定のまま封じ込めて

おこうという恣意的なものが働いているような気がしないでもない。」中略して、

「今の農地制度のままでは、多分未来の農業っていうのは展望が立たないと思
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う。」また中略いたしまして、「反対される理由に、企業性悪説という偏見があ

る。企業と農家は、決して敵対関係ではない。企業の技術力と資本力を入れるこ

とで、農家自身も生き残ることができる。企業としっかり連携しなくてはいけな

いと、農業に携わっている当事者から切実な問題として上がってきている。企業

と敵対するようなイメージをつくり上げているような力があるということは事実

である」と、公人の立場においてかなり踏み込んだ発言をされているなというふ

うな印象を持ちました。

もちろんこの参議院議員のユーチューブ動画に出ているときは、公人の養父市

長として出演されておりますので、もちろん公式発言ではないにしろ、かなり重

い発言やなと思ってご紹介させていただいております。

なぜこのような状況になったのかなと調べてみますと、要因の一つとしては、

令和２年１１月９日に与党の農林食糧戦略調査会と農林部会というところが、国

家戦略特区を担当する坂本地方創生担当大臣と、野上農林水産大臣に対し、養父

市で認めている一般企業の農地取得の全国展開に反対する決議を申し入れたんで

すね。

特段の問題もないのに、なぜ全国展開を先送りにするのか、ここにはまさに政

治の力が働いて、先送りになりそうになっているという現状があるんやなという

ふうに思いました。その後に行われた農林水産委員会とか国会で行われた委員会

でも、国会議員の質問に対して、官僚の方々と実際閣僚が発言されているところ

にかなり、ちょっと温度差があるなというところも感じているところであります

が、でも実際には養父市さんがこれまで５年間やってきて問題なくて、耕作放棄

地とかそういうのがなくなって、非常にいい効果を現わしているにもかかわらず、

これを全国展開していかないというような流れになっているっていうのは、かな

り政治の力が働いたんやなというふうに思いました。どういう思惑があるかは、

これをまた２年間見ていかないといけないなと思っています。

福崎町の農業の未来を考えるときに、選択肢の一つにもなり得る、企業による

農業参入を全国展開するという規制改革の動きが、ここに来て鈍ってきているな

というふうに思ってご紹介させていただきました。長々と失礼いたしました。

それでは質問させていただきます。観光政策と我が町の将来について、文化財

ホテルなどの状況確認をさせていただきます。

まず文化財ホテルの集客状況は、今どうなっておりますでしょうか。お願いし

ます。

社会教育課長 １１月のプレオープン以降、１１月は２４４人、１２月は１８３人の利用でし

たが、Ｇｏ Ｔｏトラベルが中断され、１月は４０人、２月は１６人の利用だと

伺っております。

山口 純議員 お客様の傾向はどういったものになるでしょうか、お願いします。

社会教育課長 シニア世代の夫婦が半数程度で、そのほかには３０代のカップルや、幅広い年

代の女性２人組や、１人の利用もあるということです。

１１月当初は北海道から九州まで、全国からの利用でしたが、再度緊急事態宣

言が発令されてからは、兵庫県内のほか大阪府など、近畿圏内が中心だと聞いて

います。

山口 純議員 お客様がこの文化財ホテルに宿泊された感想などはどういったものがあるでし

ょうか、教えてください。

社会教育課長 予約サイトのほうの書き込みには、よいことが多く取り上げられているようで

す。文化財を活用した建物やシェフのこだわりが感じられる料理、趣のある部屋

や中庭、スタッフの対応など、十分満足され、もう一度訪れたいという意見など
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が多く紹介されているところです。

山口 純議員 Ｇｏ Ｔｏ以降、人数は減っておりますが、目立ったようなその地元からの苦

情等、そういったものはありませんでしたか。

社会教育課長 事業者や行政では、苦情等は伺っていない状況でございます。

山口 純議員 プレオープン頃に一度私のお知り合いの方、泊まられました。防音設備という

のは出来上がっていないわけやから、旧辻川郵便局のほうやね。あっちのほうは

もう壁が薄いので、あまり大きな声で騒いでしまうと、もう丸聞こえやったぞと

いうような話をちょっと聞いたので、それだけ言っておきます。

ご利用されるお客様のモラルを信頼するべきですけれども、ちょっと注意喚起

もしたほうがええかなと。本当に丸聞こえで、話の内容まで聞こえる、もう完全

に細かい内容まで分かるぐらい聞こえるって言ってたんで、辻川の旧郵便局のほ

うに関しては、少しお気をつけいただいたらええんかなと思いますので、またご

確認をしていただければと思います。

続いて、この文化財ホテルの今の状況から言っても、まだコロナ禍も続いてい

る中ではありますが、今後予定している展開など、戦略を聞いていれば教えてい

ただければと思います。

社会教育課長 昨年中はＧｏ Ｔｏトラベルにより、多くの方に利用いただきましたが、現在

はキャンペーンが中断し、利用者が減少しているところです。

新型コロナウイルス感染症の拡散が収まれば、キャンペーンの再開が見込まれ

ます。再開後の状況も見据え、今後の対策を検討したいということで聞いている

ところです。

山口 純議員 ありがとうございました。

文化財ホテル、単独でできるだけの発信力っていうものもあればええかなと思

いますので、またいろいろなことを模索していただければなと思います。

続きまして、駅前の観光交流センターと辻川の観光交流センターの集客状況を

教えてください。

地域振興課長 現在の状況でございますが、年度当初より新型コロナウイルス感染症の影響は

あったものの、センターの内観の充実や、知っていただけるようにウェブなどで

ＰＲ活動して、知名度も上がったと感じております。

両観光交流センターの集客の状況についてですが、令和２年４月から１月まで

の１０か月間の集計では、駅前観光交流センターの入館者数は３万７，６００人、

月平均しますと３，８００人で、前年度は、令和元年１０月オープンでしたので、

６か月間となりますが、２万８９０人、月平均にしますと３，５００人。

また辻川観光交流センターは２万５，２００人、月平均しますと２，５００人、

前年度は１万２６０人、月平均でしますと１，７００人でしたので、着実に増え

ておると感じております。

山口 純議員 観光交流センターを訪れた方々の反応であったりとか、来訪される方っていう

のはどういう方が多いかということをお伺いします。

地域振興課長 駅前の観光交流センターの傾向でございますが、チューブのガジロウを見にこ

られる観光客の方が絶えず来場されております。

また播但線を利用される方、例えば学生とかサラリーマンが電車の待ち時間や

コワーキングスペース、２階の分ですけれども、の利用、それから周辺住民の方

がガジロウを見にこられたり、コーヒーショップを利用していただいているなど、

町内の方の憩いの場ともなっております。

また辻川観光交流センターですが、神戸や大阪ナンバーも多くて、辻川山公園

公園やもちむぎのやかたに来られてから立ち寄っていただき、展示してある妖怪
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像を見て楽しんでもらったり、また観光などのお土産ものを購入していただく、

そしてセンター内の海鮮丼を食されて帰られるなど、町外から多くの方が来館さ

れているという状況でございます。町内の方や観光客の方、全体的に来館者は増

えつつあるという認識でございます。

山口 純議員 恐れ入ります、同一質問になるんですけれども、コワーキングスペースの利用

者というのは増えておりますか。分かれば、恐れ入ります。

地域振興課長 まず令和元年度、前年度ですね。前年度は３９９人でした。それが今年度は８

８４人ということで、倍以上に増えておるという状況でございます。

山口 純議員 どういった利用が多いかだけ、すみません、教えてください。どういった利用

が多いか。

地域振興課長 先ほど回答させていただいたとおり、サラリーマンの方が多く利用されており

ます。特に研修であったりという形でございます。またこれから起業されるとい

う方も、そこで研修とか講習とか受けながらやっているような、ミーティングさ

れているような状況でございます。

山口 純議員 当初、妖怪ベンチとかを設置していたときに、カウンターとかを設置されて、

そのカウンターの、各所に設置しているカウンターの状況を教えてください。

地域振興課長 妖怪ベンチのカウンターの状況ですが、令和元年６月に６基設置しております。

今年度２月末の集計で３万７，０００人となっておりまして、人気の観光スポッ

トとして町の観光入込客数の増加に大きく貢献しております。

それから１月に設置しました辻川山公園公園の巌橋にありますセンサーでござ

います。これにつきましては、３か月の集計なんですけれども、３万７，７００

人をカウントしております。辻川山公園が観光スポットとして定着しておると考

えております。

山口 純議員 おおむねその数字に差がないということは、かなり精度的には悪くない数字か

なと思うんですけれども、この辺の数字見たときの感想というのは、どういうふ

うなことを持たれましたか。

地域振興課長 全体を集計した観光入込客数なんですけれども、令和元年度４１万６，０００

人でした。今年度コロナの影響もあるんですけれども、１２月末集計では３０万

人の方が来られております。要はベンチを見にこられたり、それから辻川山公園

で遊んでいただいたりということで、コロナ禍の中ではあるんですけれども、町

の観光が定着しておる、人気が出てきておるというような状況かなと感じており

ます。

山口 純議員 失礼しました。分散してきっちりその設置されたカウンターのところで、多分

そのカウンターをつけている場所で、妖怪の人気度というものも多分分かるんや

ろうなというふうに思ったので、その妖怪ベンチ、各所にカウンターをつけるの

も面白いかなと今思ったんですが、どのようにお考えでしょうかね。

地域振興課長 妖怪ベンチ６基あるって申しました。特に人気があるのが辻川山公園でござい

ます。辻川山公園には油すましがおりまして、そこが一番高い状況でして、そこ

だけのカウントを見ますと、令和２年度で３月末、途中までなんですけれども、

３万５，０００人がそこへ座られておるというような状況でございます。

それから、あとはもう民間の店舗前に設置してあるような状況のものと、それ

から辻川観光交流センター、河童がございます。河童にもカウンターがついてお

りまして、そこでは２万４，１００人の方が座られているような状況でございま

す。

山口 純議員 ありがとうございました。

非常にアナログなんですけど、結構来られた方はやっぱり押しているので、な
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かなかええアイデアやなと思いましたので、いろいろまた続けていっていかれた

らええかなと思いました。

続きまして、観光アプリですね。この４月からになるんでしょうか。観光アプ

リの性能についての質問であります。

まず、観光アプリの進捗状況をお聞かせください。

地域振興課長 開発開始から年末にかけてですが、アプリケーションの機能設計、それから各

画面、インターフェースの画面仕様設計、それから表示する観光施設や妖怪ベン

チなどの表示情報コンテンツの整備を行っております。

その後、２月末まではアプリケーションの開発作業や画面デザイン作成作業、

ＡＲ撮影に使用する３Ｄデータやフォトフレームコンテンツの作成、それから観

光案内で表示する写真コンテンツの作成を行ってきました。

３月に入ってアプリケーションが完成しておりまして、動作確認や不具合箇所

の修正、それから現地での最終動作確認などを行っております。そして納品につ

きましては、３月２４日納品ということで、あさってになります。

山口 純議員 納品が３月２４日、本日から２日後と。このアプリの、そしたら公開日はいつ

になるでしょうか。

地域振興課長 観光アプリの納品後に、アップルストア、それからグーグルプレイへのストア

の配信申請を行います。アプリの配信までには、アップル社、グーグル社の約一、

二週間の審査機関を経て配信されますので、予定としましては４月中旬から下旬

を公開の予定として目指しておるところでございます。

山口 純議員 なるほど、アプリを受け付けるほうからオーケーが出る時期がちょっと未定や

いうことですね。アップルとグーグル、どちらも同時にもう申請されるというこ

とでよろしいですね。了解です。

今、いろいろ不具合確認だったりとかサービスの確認をやっておられるという

ことなんですが、このアプリの拡張機能については、今つくっている分で出して、

またそのある一定の期間を経たら、やっぱりアップデートしていかなあかんとい

うことになるとは思うんですが、やっぱり面白いコンテンツをどんどん出してい

かないとやっぱり飽きられるというところがあるというようなことを、そういう

担当の職員さんから一回伺ったことがありますんで、こういう観光のアプリであ

ったりとかっていうのは、もうやめてしまったら、やっぱり忘れ去られてしまう

というところがありますから、このアプリの拡張機能については、今後、新機能

とか便利機能、ゲーム性を高めるなど、そういったこと、やりたいと思っている

ことなどがあれば紹介していただきたいなと思うんですが、お願いします。

地域振興課長 拡張機能がなければ、先ほど言われましたとおり飽きられてしまうことになり

ますので、利用者の方が面白いと思えるコンテンツを考えていきたいと思ってお

ります。

今回のアプリケーションでは、観光施設の情報や写真は、運営側、町側、開発

側ですね、で追加編集することが可能となりますので、定期的な観光施設、飲食

店のグルメ情報のアップデートを行うことで、季節に応じたイベントを演出する

ことが可能となっております。

またアプリに登載しておりますＱＲ撮影機能は、ＱＲコードにユーチューブな

どの動画リンクやフォトフレーム、ＡＲ撮影用の３Ｄキャラクターデータを運営

側で登録して、ＱＲコードを発行することも可能となっております。フォトフレ

ームはスタンプラリー用のイベントの開催にも活用できますし、動画リンクは謎

解きのイベントの開催の際でも活用できると考えております。

初年度は町内を楽しく周遊できるアイテムとして考えておりまして、その後、
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機能アップなども進めていきたいと思っております。

山口 純議員 秋に開かれる歩こう大会とかでも何か使えそうな感じがしますね、このアプリ

なんかは。何かいろいろアイデアを尽くせば、かなり面白くなるし、歩こう大会

の出席者も増える可能性もあるような、今、可能性を感じたので、よろしくお願

いします。

続きましての質問に、もう行かせていただきます。

我が町の将来についてということで、質問の詳細を送らせていただいておりま

すが、これはあくまで私の主観ですので、これが全てやというわけじゃもちろん

ないし、いろんな議論をさせていただきたいと思って、あえてここに書かせてい

ただきました。読み上げます。

駅前整備など、橋本、尾﨑町政から進めている政策は、大昔に計画していたが、

その時々の政治事情で実現しなかったことを回収している作業だと考えますが、

町民が求めていることは時代によって変化していきます。これから２０年先の福

崎町を見据えた場合、総合計画にあるようなまちづくりと併せて、町民に夢と希

望を与えてくれるような輝く政策をお持ちでしたら、ぜひご教示ください。よろ

しくお願いします。

町 長 現代は時代の変化が激しく、１０年計画の総合計画ですら５年ごとの見直しを

している中で、２０年先の福崎町を見据えた施策をということでありますが、今

これがその施策ですというようなことを明らかにすることは、なかなか難しいと

思っております。

今、実行中であります第５次総合計画の後期基本計画を着実に実行していく中

で、住民の皆さんの声に耳を傾け、議員の皆さんと意見を交わしながら、そのこ

とがだんだんに見えてくる形になってくるのかなというように思っております。

山口 純議員 まさに尾﨑町長らしいご答弁やなと思いました。もう間違いなくこういった答

えが返ってくるやろうと、私は思っていました。

今回のその所信の部分で、繰り返しその町長の言葉を借りて恐縮なんですけれ

ども、今は農業と観光が福崎町を支える産業とまではいきませんが、将来は我が

町の面白い存在になる要素は十分にあると思っています、とおっしゃっています

ね。

面白い存在にするためには、やはり町長が先頭に立ってやるべきやなっていう

ふうに、私は思いました。提案しないといけないと思います。具体的に総合計画

をきっちり決めて、このとおりにやりますっていうようなことっていうのは決ま

ってからおっしゃったらええ話なので、やはり農業政策、福崎町の農業政策をど

うやっていくのかとか、観光に関してはこういうふうになっていったらええなと

か、やっぱり町の先頭を走っていらっしゃる町長なわけですから、先頭を走って

いらっしゃるわけですから、何かしらそのヒントになるような方向性っていうも

のも示していただけるとありがたいなというふうに思いました。

これまで、もちろん橋本前町長が急逝されて、やはりちょっと大変なタイミン

グでなられたっていうところもあるので、非常にその意味においての役割という

のはものすごく貢献されているという評価はもちろんいたしますが、しかしなが

ら、やはりこれからその先を見据えていった中で、どういう方向性でやっていく

んかっていうヒントを、やっぱりこれまで町長がいろいろ所信や挨拶でしゃべっ

ておられる中で、なかなか聞くことができなかったので、いや、既存の政策に関

してはもちろんずっと聞いておりますので、なるほどと。国や県から予算が下り

て、出来上がっていく希望ももちろんあるんですが、その先の町の将来っていう

のはどういうふうになっていくんかっていうのが、やっぱりある程度持ってない
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と、その場その場でまた方向性が変わってしまうと、やっぱり目標を持ってやっ

ていかないといけないかなっていうふうに思ったので、このような質問をさせて

いただきました。

町民の意識、変えていくのは、何回も言いますけれども先頭に立っている町長

ですよ。それによって町民がいろいろ気づいて、いろんなアイデアが出てくるか

もしれない。そうなので、いろんな考えをまた示していただけたらと思うんです

ね。それは、そんな好き勝手言ったら無責任やっていうような人もおるかもしれ

ませんが、やはりそうはいっても、やっぱり夢を語ってもらわんと、町民もやっ

ぱり生活している中で、やっぱりその潤いというか、わくわく感というか、そう

いうものがあるような、やっぱり明るいまちづくりにしていけたらなというふう

に思いましたので、質問をさせていただきました。

任期中、いろいろな議論をさせていただきました。この場を借りてお礼申し上

げます。ありがとうございました。

まだまだ勉強し足りない部分がありますが、以上で私の一般質問を終わります。

議 長 以上で、山口 純議員の一般質問を終わります。

議 長 一般質問の途中ですけども、暫時休憩いたします。

再開は１３時といたします。

◇

休憩 午前１１時５２分

再開 午後 １時００分

◇

議 長 会議を再開いたします。

次、３番目の質問者は、三輪一朝議員であります。

質問の項目は

１、本町の人口にかかる政策について

２、交付金の交付と効果および制度設計について

以上、三輪議員。

三輪一朝議員 失礼いたします。議席番号３番、三輪でございます。議長の許可を得ましたの

で、一般質問をさせていただきます。

まず最初に、本町の人口にかかる政策についてというところでございます。

本町の人口につきましては、昭和３０年後半とか昭和４０年ぐらいには１万６，

０００人程度であったと思うのです。何かの記事で、小学生ぐらいの頃にそんな

記事を読んだ記憶もございます。それが、一時期は福祉大学の学生さんも足しま

すと、２万人を一時超えたときもあったり、最近では１万９，０００人の後半で

すとか、そういった人口を数えてきたわけでございます。

最近、この人口につきまして、町が見込みといいますか、計画で考えていらっ

しゃる部分より若干変化が大きくなったといいますか、早まってきたのかなとい

う観点から質問をさせていただきたく思います。

本町につきましては、２年前になります。平成３１年３月に本町の第５次総合

計画、後期の基本計画に当たる部分ですが、これを策定しております。その中で、

令和５年に人口が１万９，５００人という、これを維持するということを目標と

しての計画でございました。その中で、人口減少社会が来るであろうということ

に対応するための取組を列挙して、具体的に示しているというところです。

そういったところであったのですが、住民の皆様のお手元にも届いてございま

す広報ふくさきの２月号の一番最後のページの左下に、人口がちっちゃく載って

いるところ、スペースがございます。この２月号には、昨年の１２月末時点の人
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口が載っているわけなんですが、それが１万９，０００人を割り込んだ１万８，

９９９人という数字が見えてあって、１万９，０００人を割り込んだということ

が、町民の皆様も知ったような状態になっております。

この１万９，５００人と申しますのは、一方、本町はまち・ひと・しごと創生

総合戦略というところでも人口推計を行っているんですけど、令和１２年の時点

での推計人口１万９，０５５人ということで、記してございます。ですので、こ

れから９年先、１０年先の人口がもう来てしまったという解釈もできるのではな

いかと思います。

その令和５年に１万９，５００人を維持するという目標からしますと、１万８，

９９９人というのは差数５００人なんですけれども、本町におきます中規模の集

落１つの、全体の人口に相当するようなことが、町の推定している人口から差異

が出てきているということが言えるのではないかと思います。

これを、私個人的には急激な人口変動という部類に含めるべきじゃないかとい

う思いがあるのですが、そしてまたここしばらくの間の約５００人とか、それを

超える人口の減というところと申しますと、先ほど申し上げましたまち・ひと・

しごと創生総合戦略の策定時の１万９，５００人、あるいは１万９，０５５人と

いうそういった設定には、ある一定の想定とか根拠があってのその人口想定であ

ったんだろうと思うのであります。

そういった人口の減少は、個人住民税が、その税収が減少するでありますとか、

一般的には人口の減少が税収の減少にも影響があるとかということが、多くの記

事とか見ても載っているわけなんです。

本町がこういった人口の状態ですね、今最新の広報ふくさきでは、１万９，０

００何十人とかっていう数字になっておりますけど、このたびのこの１万９，０

００人を割った１万８，９９９人というこういった人口になったことについて、

その要因について分析を行っていらっしゃるのか。

急激であればあるほど、その要因がはっきり見えるのだろうと思うのですが、

この点についてどうなのか。もし要因の分析を行っていらっしゃらないのならば、

逆に分析を行おうとしていらっしゃるのか、このことについてお尋ねをいたしま

す。

企画財政課長 質問議員ご存じのとおり、社会動態、自然動態等の増減につきましては、分析

とまではいきませんが、毎月住民生活課で行っているところであります。

この詳細な分析につきましては、国勢調査の人口移動集計の結果を待ちたいと

考えております。

三輪一朝議員 というところですと、調査を行うとすれば時間とそういった工数もかかってく

るわけなんですが、そうすると一時的なその人口の下振れとは考えていらっしゃ

らないということにもなるんでしょうか。

企画財政課長 平成２７年１０月１日の住民基本台帳人口ですが、これは１万９，５７９人で、

ここから５４３人減少しまして、令和２年１０月１日の住民基本台帳人口が１万

９，０３６人で、今の令和３年２月末では５８６人減少しておりまして、１万８，

９９３人という結果となっております。

５年間で５４３人減少ということで、年平均では１０９人の減少、ここ１年で

すが、令和元年１０月１日から令和２年の１０月１日の１年間の減少、これが２

０５人となっております。

この数字だけ見ますと、ここ１年で減少が加速化しているように捉えられると

思います。分析とまでは行きませんが、これは新型コロナウイルス感染症の影響

によります外国人の入国制限の影響かと思いますが、年々増加傾向にあった外国
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人の人数ですね、これが９５人減少していると。これが大きく影響していると思

っております。

三輪一朝議員 小林議員のときと同様に、次に聞こうとしていた回答をいただきまして。

私も、見ると特に女性の方が一時に１００人ぐらい減っておりますので、その

外国人実習生ではないのかなという思いがしておりまして、思っておることと同

じ回答を得たわけなんですが、そしてその先ほども次の質問のことについて少し

企画財政課長のほうからご回答を頂戴したのですが、この急激っていう認識につ

いて、いかが本町では考えていらっしゃるのか。急激であればあるほど、その対

処を早めるべきなのかどうなのかという、次の質問にもひっついてくるのですが、

その点についてはどうでしょうか。

企画財政課長 この急激かどうかっていうことは、個人の捉え方にもよると思います。この１

年間だけをその他の期間の減少幅と比較しますと、急速に人口が減少したと言っ

てもいいかとは思います。

三輪一朝議員 吉田課長のご回答の裏には、あくまでも推測ではございますが、一戸建ての住

宅地が、あるいは開発が続いておったり、コロナが回復すればその外国人実習生

のまた入国が再び始まって、従来の水準に戻るであろうという、こういったこと

なども背景にあるという中でのご回答であったと思います。

そうしますと、瞬間風速的に１万９，０００人を割っているという事実もござ

います。ただその中で、長期的な少子高齢化というところの中で、出生数を上回

る死亡者数も継続の傾向が続いているということも、ご考証のとおりであろうと

思うのですが、その中で１万９，０００人を割った人口、１万９，０００人を割

ったということで限定させていただきますと、人口維持あるいは増加に向けた新

たな何か強力な施策、あるいは現行いろいろな取組をしていらっしゃいますけれ

ども、取組を変えるには財政面とかマンパワー面とか、そういった影響が出てく

るかと思うんですが、その大幅な上乗せ、施策の変更とかを行う必要性について、

本町の認識としてはどうなのでしょうか。

企画財政課長 人口につながる特効薬はないと考えております。

人口が１万９，０００人を割ったということで、現行の取組の大幅な上乗せや

新たな施策を取り急ぎ打ち出そうといった考えは、現時点ではございません。

三輪一朝議員 と申しましても、時代の変化が非常に激しいという環境がますます続くであろ

うと思うのですが、今はその必要性はないということであろうと思うのですが、

行く行くは、行く行くというのは人口の変化が急激であったりとかという感じ方

にもよるのですが、それによって町の政策を変化させる必要性というものが生ま

れてくるタイミングが出てくるのかもしれません。

それがあまりその急激じゃないということで判断し続けた場合に、策を講じて

それが効果があるとした場合、なかなか効果が現れづらいとかということにもな

りましょうから、なかなかしんどいだろうと思うのです。

ですので、本町が人口維持とか増加に向けた強化策は、今申し上げたように即

効性ということではなかなかしんどかろうと思います。ですので遅効性、緩行性

といいますか、じわじわと効果が現れてくるものであろうとしますと、先ほど課

長からもご答弁を頂戴した関連の事項にはなるのですが、この令和５年の目標人

口１万９，５００人に回復させるといいますか、目標とするといいますか、それ

は現実的ではなかなかないと思うのです。

ですので、大きな施策にも、ほかの施策にもひっついてきてしまうのですが、

本町、令和５年の目標人口１万９，５００人を見直すっていうことがあるのか、

あるとすればやっぱりそれは大きな影響だからということになるのか、そういっ
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た点についてご答弁をお願いいたします。

企画財政課長 目標の１万９，５００人という人口ですが、これは住民基本台帳における人口

ではございませんでして、国勢調査を基に、住民基本台帳における人口の動態か

ら変化率を求め、推計したコーホート変化率法により求めた数値でありまして、

これに町の施策による成果を含め、目標人口１万９，５００人と定めたものであ

ります。

計画期間中に見直すことがあるのかどうかということですけれども、今の現時

点では見直す必要はないと思っておりますし、今後も見直すことは考えておりま

せん。

三輪一朝議員 そうしますと、現計画、いろいろな計画が派生的にもいろいろございますので、

その政策につきましてきちんと継続してやっていくという、そういったことが、

企画財政課長からご答弁いただいた回答なのかなということで想定はするのです

が、この点について町長、いかがでしょうか。

町 長 福崎町の人口が減ってきていると。それで少子高齢、人口減少が福崎町におい

ても進んでいると、その対応はどうするんだというようなことなんだろうと思い

ますが、これは正直申し上げまして、一町だけではなかなか対応が難しい話なん

ですね。国は総合戦略をつくって、人口減少、少子高齢化対策をやっていこうと、

国を挙げてやっていることであります。

そうではありますけれども、今、質問議員がおっしゃっているように、なかな

か即効性のある対応策というものが見出せていないというのが現状でございまし

て、私はやはりこの人口減少、少子高齢対策といいますと、これをすれば収まる

といったものではないと思っています。もう総合的にいろんな施策を繰り出して

いかないといけないというふうに思っております。

直接的には関係ないかもしれませんが、私は公共下水道の整備もその一つだっ

たと思っているんです。それから福崎駅周辺整備もそうでありますし、それから

子育て支援ですね。これももちろん大事です。そして福崎町に来ていただいた方

が災害に遭わない、安全・安心のまちづくり、そういった総合的に住みよい町を

つくっていくと、魅力ある町をつくっていくということが、人口減少につながっ

ていくんだろうというふうには思っております。

けれども１つそこの中でも大きな問題点があるんですね。といいますのは、今、

合計特殊出生率が、たしかもう国では１．４ぐらいだと思います。福崎町はそれ

を１．８にしたいという総合戦略は立てているんですけれども、夫婦２人で１．

４人しか産まないわけですね。ということは、もう日本全体で見れば、必ず人口

は減っていくんです。これはもう止めることはできません。

ですから、福崎町の人口を増やそうと思えば、よその市町から取ってくるんだ

と。神河から、市川から取ってくるんだと。姫路の北のほうから取ってくるんだ

と。こういうことを、福崎町はそれでいいかもしれませんが、地域としてはやは

り衰退していくんじゃないのかなというふうに、私は思っております。

福崎町は神崎郡の中心で、神崎郡、それから姫路の北の辺り、加西も宍粟から

もお客様に来ていただいております。ですから、そういった商圏を見て、そこら

辺みんなが元気にならないと、福崎町だけが元気になっていくということもでき

ません。

ですから私は、第一に考えないといけないのは、日本の人口減少、全体として

の人口減少を食い止めなければならないと、このように思っております。実は、

日本の子育て支援のＧＤＰに対する割合と言えば、１．４％だと言われているん

ですね。フランスとかドイツは２％、３％台なんです。世界で一番多いところは



－31－

どこかといいますと、ハンガリーらしいです。ＧＤＰの５％を子育て支援につぎ

込んでいると。

そのハンガリーは、合計特殊出生率は２以上になっているということも聞いて

おります。子どもを３人産めば、これは所得税だったと思うんですけれども、所

得税がかからない。子どもを３人産めば、奨学資金は払わなくてもいい。こうい

ったびっくりするような施策を出して、子どもを産むような方向性に持っていっ

てるんですね。

ですから私は、日本でも今１．４％と言われておりますが、それを一遍に３％、

４％というわけにはいかないと思うんですけれども、せめてＧＤＰの２％、１％

で約５兆円だと思いますので１０兆円、これを子育て支援につぎ込むんだという

ような、そういった政策をぜひ取ってもらいたいと、そういう思いでおります。

三輪一朝議員 今町長がおっしゃいました、そのちっちゃな地域で独自にやっているところが、

岡山県の奈義町というところが合計特殊出生率が２．８ぐらいあったと思います。

その自治体は、子どもの数が当然増えております。

ただ、その今町長がおっしゃった町の魅力といいますか、そういったところに

問題があるのかもしれませんが、人口の流出、転出ですね、それが非常に多いと。

人口としては緩やかな減少が続いているというところもあって、今町長がおっし

ゃったように、なかなか簡単ではない。かなりの財源を投下しても、そういった

事情が、人口６，０００人ぐらいの自治体だったと思うんですが、そういった自

治体もございます。

総合的な国の施策、あるいは下水なり駅施策なり、そういったものを足し合わ

せないとなかなか難しいというところの中で、その今町長がおっしゃった１０兆

円規模を足し合わせる、そういったところも求めたいというところはあるのです

が、ただ本町は本町として駅整備、下水にしろ、本町としてのその魅力を、小林

議員がおっしゃったカーブミラーであるとか、いろんなところで、財源が苦しい

中、やっていかざるを得ないというところもありますので、その点につきまして

は、役場の皆様の本当のコストを下げて、効果の高い施策をお願いしたいという

気持ちでございます。

そうしましたら、次の質問に移らせていただきます。交付金の交付と、それに

関する効果及びその制度設計についてでございます。

本町におきましても、交付金を町独自で支出していらっしゃるもの、あるいは

県、あるいは国庫とかにひっついているものとかもあったりする中で、その中で

自立（律）のまちづくり交付金に限って、ちょっと質問させていただきます。

本町は本議会の冒頭にも、財政状況が厳しいというご答弁も頂戴しております

し、そういったところからも一層選択と集中が求められるという行政需要がござ

います。

その中で、交付金を一例といたしますと、当然のことながら交付する目的に結

びついた制度設計であることが、当然望ましかろうと思うのです。自立（律）の

まちづくり交付金の交付対象には、自治会のその自立性でありますとか、共助性

でありますとか、そういったことを高める事業に取り組むことで交付されるよう

に、だんだん少しずつ制度設計を変えていただいていると思うのですが、ただ、

今、現状の方向性では、その取組によって効果が発生したとしますと、その取組

効果の高い低いによる交付金額のプラス・マイナスというところに反映されてい

ない現況があります。

それが今、そういったことをするのは適当でないのかもしれませんが、ただ、

そうしますと、自治会の自立性でありますとか共助性の向上になかなか結びつか
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ないということがあろうと思うのです。特に自立性とかになりますと、老人福祉

の見回りの問題ですとか、あと災害時とかには自治会のそういったパワーが、存

分にではなくとも発揮されるケースなんだろうと思うのです。

よって、その取組の実施に伴い見込まれる自立性の向上、また共助性の向上に

よって、交付金の配分を変化させるという考え方、あるいは一定水準以上のその

取組のレベル、水準であれば交付対象とするのかとかの、そういった制度設計に

ついて書いてある書物を読んだこともあるのですが、それは自治体によってもな

かなか難しい面があると書いてあったりはするわけなんですが、こういった交付

金の配分、取組によって交付金の配分を変化させるということについての、本町

のお考えはどうなのか、お尋ねいたします。

地域振興課長 自立（律）のまちづくり交付金事業は、自治会の自立性、共助性を高める取組

に対するものであることには間違いございません。参画と協働で進めるまちづく

りに取り組む地域の環境保全、防災、福祉活動、本年度は新型コロナウイルスの

感染拡大の影響を受けて、団体行事、イベントの自粛もあり、コロナ対策用の備

品の購入にも活用いただきましたが、延べ８年にわたり、まちづくりを支援して

まいりました。これらの政策目的を実施するため、各自治会の活動に対し、自由

度が高く創意工夫を生かせるように、交付金として支給しているものでございま

す。

また、交付額の算定につきましては、自治会全体に平等感を持って配分できる

ように、均等割分と世帯割分の構成となっております。

この自立（律）のまちづくり交付金事業が始まってから、来年度が第３期目の

最終年度となります。地域振興課では、ちょうど第４期目をどのような内容で進

めていくのか考えているところでございました。

三輪議員のご指摘につきましては、難しいとは思いますが、参考にさせていた

だきたいと考えております。

来年度の秋頃には、制度設計の内容を報告できるのではないかと考えておりま

す。よろしくお願いいたします。

三輪一朝議員 そういった取組をして、自治会にそういった方向性で考え得るというふうな回

答と認識したわけなんですが、そんな中で、どうしても住民を大事にするという

ことに結びつく交付金であろうと思うのです。ですので、この交付金の大切さを、

もっと住民にも大切だということを知っていただく取組ですかね、そういったこ

とも併せてやっていただく必要がますます強まるのではないかと思うのです。

企画財政課長のほうからも、また来年度、財源的にしんどいというご回答も頂

戴しておりますので、その中でのスタートになる年になろうかと思います。です

ので、地域振興課長のその案、また町職員全体の案を総結集していただいて、よ

りよい制度設計にしていただければという思いでございます。

以上でございます。

議 長 以上で、三輪一朝議員の一般質問を終わります。

以上で、本会議３日目の日程は全て終了いたしました。

次の定例会４日目は、３月２４日水曜日、午前９時３０分から再開いたします。

本日はこれにて散会いたします。お疲れさまでした。

散会 午後 １時２９分


